
令和８年度（2026 年度）施設整備促進支援事業給付金支給要綱 

 

 （目的） 

１ 物価高騰を含む経済状況の変化により、地域医療構想の推進や救急医療・周産期医療体制

の確保のための施設整備が困難となっている医療機関等に対する支援を行うことを目的とし

て、対象の医療機関等に、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内において支給する。 

 

（支給対象者） 

２ この給付金の支給対象者は、次のとおりとする。 

   別表１及び別表２、別表３の第１欄に掲げる国の事業の交付対象となる医療機関等の開設

者であって、令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までの間に国庫補助事業の交付対象

となる施設整備に係る本体工事の契約を締結している者その他北海道知事（以下、「知事」

という。）が認めるものであって、令和７年４月１日から令和９年３月 31 日までの間に国

庫補助事業の交付対象となる新築、増改築及び改修に着手している者。 

 

 （支給額の算定方法） 

３ この給付金の支給額の算定方法については、次のとおりとする。 

（１）地域医療介護総合確保基金の事業区分（Ⅰ－１（標準事例５）） 

   別表１の第３欄に定める物価高騰を反映した単価と第４欄に定める標準単価と第４欄に 

定める補助率をそれぞれ乗じて得た額とする。 

（２）医療提供体制施設整備交付金の国庫補助及び医療施設等施設整備費補助金 

   別表２及び別表３の第１欄にそれぞれ掲げる国庫補助事業ごとに、同表の第３欄に掲げ 

る構造別に、第４欄に定める物価高騰を反映した単価と第５欄に定める現行の交付要綱上 

の単価との差額に第６欄に定める基準面積及び第７欄に定める調整率または補助率をそれ 

ぞれ乗じて得た額とする。 

 

（申請に必要な書類等） 

４ 給付金の支給を受けようとする者は、次に掲げる書類を添えて知事に申請しなければなら 

ない。 

（１）令和８年度（2026 年度）施設整備促進支援事業給付金支給申請書（第１号様式） 

（２）事業計画書（第１号様式 別表） 

（３）電子交付申請書兼メールアドレス確認書（別記第２号様式）（道から給付金の交付を申 

請しようとする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容を記録した 

電磁的記録に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者がクラウド上で受領 

できる交付方法）を希望する場合に、提出すること。） 

（４）その他別に指示する書類 

 

 （申請書の提出） 

５ 給付金支給申請書の提出は、次により行うものとする。 

（１）提出期限 別に指定する日 

（２）提出先  保健福祉部地域医療推進局地域医療課 

 

 （支給の決定等） 

６ 知事は、給付金の申請があったときは、その内容を審査し、給付金を支給すべきものと認 

めた場合には、速やかに支給を決定し、申請者に対して、給付金を支給する。 

  なお、知事は、この決定に際して必要な条件を付すことができる。 

   また、知事は、給付金の申請をした者が次のいずれかに該当する場合において、当該給付金

に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めるときは、相当の期間、当該申請に



係る給付金の全部又は一部につき給付の決定をしないことができる。 

（１）虚偽の申請その他不正な手段により、給付金の給付を受けたとき。 

（２）国が交付する補助金その他の助成に関し、前号に規定する行為に類する行為をしたとき。 

（３）10（１）の規定により給付金の返還を命ぜられ、当該給付金の返還が完了していないとき。 

 

 （申請事項の修正） 

７ 知事は、給付金の申請があった場合において、適正な給付を行うため必要があると認める 

ときは、給付金の申請に係る事項につき修正を加えて給付金の給付の決定をすることができ

る。 

 

 （決定の通知） 

８ 知事は、給付金の支給の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに付した条

件を給付金の申請をした者に通知するとともに、給付金の支給をしないことの決定をしたと 

きは、速やかにその決定の理由を付して当該給付金の申請をした者に通知するものとする。 

 

 （申請の取下げ） 

９ 給付金の支給決定を受けた者（以下「給付事業者」という。）は、支給の決定の内容又はこ

れに付された条件に対して不服があるときは、支給の決定の通知を受けた日から 10 日以内

に、補助金等交付申請取下書（別記第３号様式）を知事に提出し、申請の取下げをすることが

できる。 

   なお、上記による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る給付金の支給の決定はな

かったものとみなす。 

 

 （支給の条件） 

10 この給付金の支給の決定には、次の条件を付すものとする。 

（１）給付金の支給を受けた者が次のいずれかに該当する場合は、知事が定めた期限までに支 

給を受けた給付金の全額又は一部を返還しなければならない。 

  ア 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認められる場合 

  イ 不正に他の給付金等（道以外の者が給付する給付金その他の助成を含む。）を重複して 

受領した場合 

  ウ アからイまでに掲げる場合のほか、給付金の給付の決定の内容若しくはこれに付した条 

件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為をしたと 

き。 

（２）給付金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か 

ら納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の 

期間については、その納付金額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算し 

た違約延滞金を道に納付しなければならない。 

（３）給付金の返還を命ぜられ、当該給付金又は違約延滞金の全部又は一部を納付しない場合 

において、同種の事務又は事業について交付を申請した補助金等(その交付が法令の規定 

により道の義務とされているものを除く。以下「同種の補助金等」という。)があるとき 

は、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は同種の補助金等と未納付額とを相殺 

することがある。 

（４）事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、速やかに知事

の承認を受けなければならない（予算項目が異なる事業間の配分変更は認めない。）。 

（５）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、速やかに知事の承認を受け 

なければならない。 

（６）事業を中止し、又は廃止する場合には、速やかに知事の承認を受けなければならない。 

（７）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やか 



に知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（８）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し、 

又は効用の増加した財産で価格が単価 50 万円以上（民間団体にあっては 30 万円）の機 

械、器具及びその他の財産については、施行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労 

働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、本事業の目的に反し 

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊してはならない。 

（９）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部 

又は一部を北海道に納付させることがある。 

（10）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な 

管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

（11）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書

類を整理し、かつ、当該帳簿等及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管して

おかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合

は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は施行令第 14 条第１項

第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保

管しておかなければならない。 

（12）この給付金の支給を受けた医療施設等は、厚生労働省が行う、本事業に関する調査等へ 

の協力の求めがあった場合に応じなければならない。 

（13）給付事業者は、第４号様式による報告書に関係書類を添えて、事業の完了の日から 

起算して１か月を経過した日（（６）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に 

は、当該承認通知を受理した日から１か月を経過した日）又は翌年度３月 31 日のいずれ 

か早い日までに、知事に提出するものとする。 

 

（電子メールによる申請等） 

11 給付金の支給を受けた事業者は、給付金の支給の申請、届出、その他この給付事業に関し道 

に行う通知については、当該申請等に係る書類の電磁的記録を次の電子メールアドレスに電 

子メールを送信する方法により行うことができる。 

  【電子メールアドレス】chiikiiryo.seisaku@pref.hokkaido.lg.jp 

 

 （その他） 

12 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については別に定めるものとする。 



別表１                                                    【地域医療介護総合確保基金】 

１ 事業区分 ２ 標準事業例 
３ 物価高騰を 

反映した単価 

４ 標準単価 

（１㎡当たり） 
５ 基準面積 ６ 調整率 

Ⅰ病床の機能・分化・連携のために必要な事業 

（１）医療提供体制の改革に向けた施設の整備等 

５ 病床の機能分化・

連携を推進するための

基盤整備 

558,000 円 484,000 円 
１床当たり 25㎡ 

×整備病床数 
２／３ 

（注）１ 第３欄に定める単価は、当該事業における支給額を算定する際に、限度となる単価である。 

   ２ 実際の建築単価が第４欄に定める標準単価を下回るときは、当該給付金を支給しない。 

   ３ 実際の建築単価が第３欄に定める単価を下回り、かつ第４欄に定める標準単価を上回るときは、当該建築単価を限度とし、  

     当該建築単価と第４欄に定める標準単価との差額により支給額を算出するものとする。 

   ４ 第５欄に定める基準面積が北海道事業として実際に補助された面積を上回るときは、北海道事業で補助された面積を限度とし、  

     また、第５欄に定める基準面積が北海道事業として実際に補助された面積を下回るときは、当該基準面積を限度とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２                                           【医療提供体制施設整備交付金（ハード交付金）】 

 

１ 国庫補助事業名 ２ 種目 ３ 構造別 
４ 物価高騰を

反映した単価 

５ 現行の交付 

要綱上の単価 
６ 基準面積 ７ 調整率 

病院群輪番制病院及び共同利

用型病院施設整備事業 
－ 鉄筋コンクリート 558,000 円 484,000 円 

150 ㎡  

（ただし、特別に必要がある場合は

300 ㎡を限度とする。また、心臓病

専用病室（ＣＣＵ）を整備する場合

は、１床当たり（２床を限度とす

る。）15㎡を加算し、脳卒中専用病

室（ＳＣＵ）を整備する場合は、１

床当たり（２床を限度とする。）15

㎡を加算する。）  

 

15 ㎡×心臓病専用病室 

 （ただし、２床を限度とする。） 

15 ㎡×脳卒中専用病床室 

 （ただし、２床を限度とする。） 

 

０．３３ 

医療施設近代化施設整備事業 

診療所 

(離島、

豪雪地

区) 

鉄筋コンクリート 558,000 円 484,000 円 

(１)承継に伴う診療所 

ア 無償の場合 160 ㎡ 

イ 有床の場合 

 (ア)５床以下の場合 240 ㎡ 

 (イ)６床以上の場合 760 ㎡ 

(２)改修等により療養病床を整備す

る診療所 

  １床当たり 4,616 千円 

   ×整備後の療養病床数 

 

０．３３ ブロック 444,000 円 214,000 円 

木造 362,000 円 355,000 円 



（注）１ 第４欄に定める単価は、当該事業における支給額を算定する際に、限度となる単価である。 

   ２ 実際の建築単価が第５欄に定める現行の交付要綱上の単価を下回るときは、当該給付金を支給しない。  

   ３ 実際の建築単価が第４欄に定める物価高騰を反映した単価を下回り、かつ第５欄に定める現行の交付要綱上の単価を上回るときは、  

     当該建築単価を限度とし、当該建築単価と第５欄に定める現行の交付要綱上の単価との差額により支給額を算定するものとする。  

   ４ 実際の建築面積が第６欄に定める基準面積を下回るときは、当該建築面積を基準面積とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国庫補助事業名 ２ 種目 ３ 構造別 
４ 物価高騰を 

反映した単価 

５ 現行の交付 

要綱上の単価 
６ 基準面積 ７ 調整率 

地域災害拠点病院施設整備事

業 

（1）補強が必要と認められる

もの 
108,900 円 84,100 円 

（1）補強が必要と認められるもの    

基準面積 2,300 ㎡ 

０．５０ 

（2）(1)を免震化工法により実

施する場合 
119,830 円 92,510 円 

（2）(1)を免震化工法により実施す

る場合 

基準面積 2,300 ㎡ 

（3）耐震構造指標である Is 

値が 0.4 未満の建物を有する

病院 

517,800 円 399,800 円 

（3）耐震構造指標である Is値が 0.4

未満の建物を有する病院 

基準面積 2,300 ㎡ 

（4）(3)を免震化工法により実

施する場合 
569,660 円 439,780 円 

（4）(3)を免震化工法により実施す

る場合 

基準面積 2,300 ㎡ 



（別表３）                                                  【医療施設施設整備費補助金】 

（注）１ 第４欄に定める単価は、当該事業における支給額を算定する際に、限度となる単価である。 

   ２ 実際の建築単価が第５欄に定める現行の交付要綱上の単価を下回るときは、当該給付金を支給しない。  

   ３ 実際の建築単価が第４欄に定める物価高騰を反映した単価を下回り、かつ第５欄に定める現行の交付要綱上の単価を上回るときは、  

     当該建築単価を限度とし、当該建築単価と第５欄に定める現行の交付要綱上の単価との差額により支給額を算定するものとする。  

   ４ 実際の建築面積が第６欄に定める基準面積を下回るときは、当該建築面積を基準面積とする。 

 

１ 国庫補助事業名 ２ 種目 ３ 構造別 
４ 物価高騰を 

反映した単価 

５ 現行の交付 

要綱上の単価 
６ 基準面積 ７ 調整率 

分娩取扱施設施設整備事業 

分娩室、

病室、 

入所室等 

鉄筋コンクリート 558,000 円 484,000 円 診療部門 194 ㎡ １／２ 

新興感染症対応力強化事業（協

定締結医療機関施設整備事業） 

― 

病棟等の感染対策

に係る整備対象面

積１㎡当たり 

558,000 円 484,000 円 ― 

１／２ 

― 

個人防護具保管施

設の整備対象面積

１㎡当たり 

558,000 円 484,000 円 ― 



第１号様式

北海道知事　鈴木　直道　様

申請者　住 所　

氏 名　

　　　標記の事業に関し、給付金の支給を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　医療機関名

２　対象となる補助事業名

５　給付金支給申請額

金 円

６　口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号

氏　　　名

本件責任者

担　当　者

連　　絡　　先

4　着手日

　　支店
【添付資料】
・本体工事の契約書写し
・工事の内容が分かる資料（整備面積等分かる書類）
・道から補助したときの交付決定通知写し（指令分）

振込先銀行等の名称 口　座　番　号

　　銀行 普通預金 当座預金 貯蓄預金

令和８年度（2026年度）施設整備促進支援事業給付金支給申請書

　　年　　月　　日

３　対象となる施設整備の本体工事契約日



第１号様式_別表（事業計画書）

施設整備促進支援事業

0 1 2 2

■■病院 例 医療施設等施設整備費補助金
_14_院内感染対策施設整備事
業

該当なし 38,109,000 40,000,000 38,109,000 29,420,000 2 室 - 2 室  1/3 5,792,000 R7.8.1 R7.8.1 有

1 医療施設等施設整備費補助金 0 0 0 0 0

合計 0

物価高騰を反映
した単価（Ａ）

医療機関名 No 交付対象国庫補助 事業名 構造
実契約工事単価（Ｂ）

（直接入力）

選定単価（Ｃ）

（Ａ）と（Ｂ）
を比較して小さい方

現行の交付要綱上の
国庫補助単価（D）

実契約工事
整備面積㎡数（E)
（直接入力）

現行の交付要綱上
の国庫補助

基準面積㎡数（F)

選定整備面積（G）

（E）と（F）
を比較して小さい方

事業ごとの国
庫補助率（H）

支給申請額
（I)＝（（C）－（D））×（G）×（H）

施
設
整
備
に
係
る

本
体
工
事
の
契
約
日

施
設
整
備
に
係
る

本
体
工
事
の
着
工

（
予
定

）
日

令
和
７
年
度
中
に
国
庫
補
助

を
受
け
た
実
績
の
有
無

2／2



 

 

別記第２号様式 

 

電子交付申出書兼メールアドレス確認書 

 

 電子交付サービスを利用して道からの通知について電子により交付を受けた

いので申し出ます。 

通知の受取に使用するメールアドレスは、次のとおりです。 

 

１ 対象文書 

 

 

２ 受取担当者 

所 属  

役 職  

氏 名  

メールアドレス  

 

 北海道知事 様 

 

     年  月  日 

 

住    所  

法  人  名 （個人の場合は、氏名） 

代 表 者 氏 名  

担当者氏名・連絡先  

 

※この様式は、申請等の際に、道の担当者まで提出してください。 

※「noreply@gmosign.com」の差出人名から、メールが届きます。 

※本様式は例示であり、電子交付の同意及び相手方が指定する電子メールアド

レスが確認出来るものであれば、他の様式でも支障ありません。 

※メールアドレスについては、事前にメールでの連絡があった場合は、当該送信

元のメールアドレスと突合するなど、誤送付がないよう注意してください。 



別記第３号様式 

 

  年度 補助金等交付申請取下書 

                                             

                            年  月  日 

 

 北海道知事       様 

 

                   住所 

             補助事業者等    法人の場合は、法人の   

                    氏名                          

                       名称及び代表者の氏名   

 

   事業（事務）名                        

 上記の事業（事務）に関して、    年  月  日付け（記号）第   

号指令で補助金等の交付の決定を受けましたが、次の理由によりその交付申請を

取り下げます。 

 （取下げの理由） 

 

 

 

 

 

 

 氏   名 連 絡 先 

本件責任者   

担 当 者   

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に不

服がある場合において、当該交付申請を取り下げるときに使用すること。 

  ２ この様式には、取下げの理由の参考となる事項を記載した書類を添付す

ること。 



第３号様式

北海道知事　鈴木　直道　様

申請者　住 所　

氏 名　

記

１　対象医療機関名

２　工事着手日

３　給付金返還予定額

氏　　　名

本件責任者

担　当　者

令和８年度（2026年度）施設整備促進支援事業費給付金実績報告書

○年　○月　○日

標記の事業は○年○月○日完了したので、関係書類を添えて報告します。

○年　○月　○日

金　　　○円

連　　絡　　先



第４号様式＿別表　実績報告書

施設整備促進支援事業

内訳 合計額

■■病院 例2
医療施設等施設整備

費補助金
_14_院内感染対策施
設整備事業

該当なし 38,109,000 40,000,000 38,109,000 29,420,000 2 室 - 2 室  1/3 5792000 R7.8.1 R7.8.1 有

1
医療施設等施設整備

費補助金
0 0 0 0 0

合計 0

事業ごとの国庫
補助率（H）

施
設
整
備
に
係
る

本
体
工
事
の
契
約
日

施
設
整
備
に
係
る

本
体
工
事
の
着
工

（
予
定

）
日

令
和
７
年
度
中
に
国
庫
補
助

を
受
け
た
実
績
の
有
無

受入済額（K）
支給決定額

（J）
差引過不足額（L）

選定整備面積（G）

（E）と（F）
を比較して小さい方

支給確定額
（I)＝（（C）－（D））×（G）×（H）

実契約工事単価（Ｂ）
（直接入力）

選定単価（Ｃ）

（Ａ）と（Ｂ）
を比較して小さい方

現行の交付要綱上の
国庫補助単価（D）

実契約工事
整備面積㎡数（E)
（直接入力）

現行の交付要綱上
の国庫補助

基準面積㎡数（F)

物価高騰を反映
した単価（Ａ）

医療機関名 No 交付対象国庫補助 事業名 構造
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